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招集ご通知
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本総会の議決権行使は、同封の議決権行使書又は当社
指定のウェブサイトでも受け付けておりますので、ご
活用ください。

本総会におけるお土産の配布はございません。

議決権行使期限
2025年９月24日（水曜日）午後６時30分まで
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証券コード 3675
2025年９月９日

（電子提供措置の開始日2025年９月３日）
株 主 各 位

東京都新宿区西新宿三丁目20番２号
株式会社クロス・マーケティンググループ
代表取締役社長兼CEO 五十嵐 幹

第13回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第13回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげま

す。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事

項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の次のウェブサイトに電子提供
措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト
（https://www.cm-group.co.jp/ir/event/shareholders_meeting/）

また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブ
サイトにも掲載しております。次の東証ウェブサイトにアクセスして、銘柄名（クロス・マ
ーケティンググループ）又は証券コード（3675）を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書
類／PR情報」を順に選択の上、ご覧ください。

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show）

なお、事前の議決権行使にあたりましては、お手数ながら上記各ウェブサイトに掲載の株主総会参
考書類をご検討の上、４ページ及び５ページのご案内に従って、2025年９月24日（水曜日）午後６
時30分までに到着するよう、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の上ご返送くださ
るか、当社の指定する議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）より、議決権をご行使
くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
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記
1. 日 時 2025年９月25日（木曜日）午後２時00分（受付開始 午後１時30分）
2. 場 所 東京都渋谷区初台１丁目５３番６号

初台光山ビル １階
(末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。)

3. 目 的 事 項
報 告 事 項 第13期（2024年７月１日から2025年６月30日まで）事業報告、計算書類及び

連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果
報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の配当の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件

4. 議決権行使についてのご案内
書面とインターネット等により、二重に議決権を行使された場合は、インターネット等による

ものを有効な議決権行使といたします。また、インターネット等による議決権行使が複数回なさ
れた場合は、最後のものを有効な議決権行使といたします。
議決権行使書面において、議案に賛否の表示をされない場合は、賛成の意思表示をされたもの

としてお取り扱いいたします。
以 上

〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。また、紙資源の節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申
しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させてい
ただきます。
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株主総会ご出席の株主様へのお土産はございません。あらかじめご了承ください。
株 主 総 会 終 了 後 の 会 社 説 明 会 は 開 催 い た し ま せ ん が、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（https://www.cm-group.co.jp/）にて、投資家の皆様に向けた「2025年６月期決算説明」の
説明動画を掲載しておりますので、ご覧いただければ幸いです。

●体調不良と見受けられる株主様については、入場をお断りさせていただく場合がございます。
●報告事項を簡略化し、円滑な議事進行に努めてまいります。
●当日は専用の駐車場のご用意がございませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますよう、
お願い申しあげます。

●末尾の会場ご案内図は車椅子等の方でも通行可能なルートですが、道路の一部に高低差がある箇
所がございますので、あらかじめご了承ください。

●会場には車椅子等の方がご利用いただけるお手洗いは設けられておりませんので、あらかじめお
済ませの上ご来場ください。
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議決権行使についてのご案内
次のいずれかの方法により、議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

株主総会ご出席 書 面 インターネット等

詳細は次頁をご参照ください。

同封の議決権行使書用紙を株主
総会当日、会場受付にご提出
ください。

同封の議決権行使書用紙に賛否
をご表示いただき、行使期限ま
でに到着するようご返送くださ
い。

当社指定の議決権行使ウェブサ
イト（https://www.web54.net）
にアクセスしていただき、行使期
限までに賛否をご入力ください。

株主総会開催日時 行使期限 行使期限

2025年９月25日(木)
午後２時00分

2025年９月24日(水)
午後６時30分までに到着

2025年９月24日(水)
午後６時30分までに行使

▶インターネット等により議決権を行使される場合の注意点
● 同封の議決権行使書用紙に記載の議決権行使コード及びパスワードをご利用の上、画面の案内に従って議案に対する賛
否をご入力ください。

● パスワードは、議決権を行使される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報ですので、大切にお取り
扱いください。

● 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダへの接続料金及び通信事業者への通信料金は株主様のご負担
となります｡

● 議決権行使書の郵送とインターネット等による方法の双方で議決権を行使された場合は、インターネット等による議決
権の行使を有効とさせていただきます。

● インターネット等により複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。
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議決 権行使書 株主番号 議決権の数

御中

ＸＸ個 1.

2.

3.

4. 見本

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

お手元の議決権行使書用紙に記載
された「パスワード」と実際にご
使用になる新しいパスワードを入
力し、「登録」をクリック

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。「議決権行使コード」をご入力ください。

2
以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読取ってください。1

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

「パスワード」を入力

「新しいパスワード」
を入力

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「次へすすむ」を
クリック

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読取っていただくと、PC向けサイトへ
遷移できます。

インターネット等による議決権行使でパソコンやスマートフォンの
操作方法などがご不明な場合は、下記にお問い合わせください。
三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
：0120－652－031（受付時間 午前９時～午後９時）

機関投資家の皆様へ
㈱ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームのご利用を
事前に申し込まれた場合には、当該プラットフォームにより議
決権をご行使いただけます。

5



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株主総会参考書類

6

第１号議案 剰余金の配当の件
当社は、事業における資金需要や投資計画、キャッシュ・フローの状況を総合的に勘案しなが

ら、配当による利益還元を安定的に継続することを基本方針としております。
当期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案いたしまして、次の

とおりといたしたいと存じます。

(1)配当財産の種類
金銭

(2)株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金7.00円 総額134,764,441円

(3)剰余金の配当が効力を生じる日
2025年９月30日
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件
本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（２名）は任期満

了となりますので、取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名の選任をお願いするもので
あります。
本議案に関しましては、監査等委員会は相当であると判断しており、特段の意見はございませ

ん。また、当社は本議案につきまして、東京証券取引所に独立役員として届け出ている社外取締
役を委員の過半数とし、かつ委員長とする任意の指名・報酬委員会における審議を経た上で、取
締役会で決定しております。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 年 齢 当社における

地位及び担当
取締役会
出席回数

1 再 任
い が ら し みき

五十嵐 幹 満52歳 代表取締役社長兼CEO 15回/15回
（100％）

２ 再 任
お の づ か こう じ

小野塚 浩 二 満48歳
取締役CFO
グループ経営企画本部 本
部長

15回/15回
（100％）

（注）１．各候補者の年齢は、本総会終結時の満年齢であります。
２．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．取締役会の出席回数は、第13期事業年度中の回数であり、書面決議による取締役会の回数は除いております。
４．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が職務の執行

に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって負担することになる損害を当該保険契約により
填補することとしております。各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当社は、当該保
険契約を次回更新時に同様の内容で更新することを予定しております。
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候補者
番 号 １ い が ら し み き

五十嵐 幹 1973年５月10日生（満52歳） 再 任

取締役在任年数

12年３ヶ月(本総会終結時)
取締役会出席回数

15回/15回（100％）
所有する当社の株式数

5,170,086株

■ 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）
1996年４月 日本アジア投資㈱入社
2003年４月 ㈱クロス・マーケティング設立、同社

代表取締役社長就任
2006年12月 ㈱リサーチパネル 取締役就任（現

任）
2011年３月 ㈱クロス・マーケティング 代表取締

役社長兼CEO就任（現任）
2011年12月 ㈱クロス・コミュニケーション 代表

取締役社長就任
2012年２月 Cross Marketing China Inc.（現

Kadence International Inc.(China)）
董事長就任

2013年６月 当社 代表取締役社長就任

2014年３月 当社 代表取締役社長兼CEO就任
（現任）

2014年６月 ㈱レアジョブ 取締役就任
2014年11月 Kadence International Business

Research Pte.Ltd. Director就任
2015年１月 ㈱クロス・コミュニケーション 取締

役会長就任
2018年６月 ㈱レアジョブ 社外取締役（監査等委

員） 就任（現任）
2023年５月 (一社)日本マーケティング・リサーチ

協会 会長就任（現任）
2024年 6 月 ㈱オズビジョン 社外取締役就任（現

任）

■ 取締役候補者とする理由
五十嵐幹氏は、取締役として、経営の重要事項の決定及び業務執行の監督等の役割を適切に果たしておりま

す。また、当社の代表取締役社長兼ＣＥＯとして、当社グループ全体を牽引し、社長として強いリーダーシップ
と決断力により当社の業務遂行を指揮しております。以上のことから、経営に関する豊富な知見と能力が当社の
経営に欠かせないものと判断し、同氏を引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号 ２ お の づ か こ う じ

小野塚 浩二 1976年10月21日生（満48歳） 再 任

取締役在任年数

11年(本総会終結時)
取締役会出席回数

15回/15回（100％）
所有する当社の株式数

84,646株

■ 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）
2001年８月 フィールズ㈱入社
2007年７月 ㈱キズナキャスト常務取締役就任
2007年10月 ㈱キズナビジョン代表取締役社長就任
2008年10月 エン・ジャパン㈱入社
2009年１月 同社 経営企画室室長就任
2010年11月 ㈱ファーマネットワーク取締役就任
2012年３月 ㈱クロス・マーケティング入社

同社 経営企画室室長就任
2013年１月 同社 営業企画部部長就任
2014年１月 同社 グループ事業推進部部長就任
2014年２月 当社 出向
2014年６月 当社 コーポレート本部 本部長就任
2014年９月 ㈱クロス・マーケティング 取締役就

任（現任）
2014年９月 当社 取締役就任
2014年11月 Kadence International Business

Research Pte.Ltd. Director 就任
(現任)

2015年３月 ㈱UNCOVER TRUTH 取締役就任
2015年６月 当社 取締役CFO就任（現任）
2016年１月 当社 グループ経営戦略部 部長就任
2020年12月 エンバイロセルジャパン㈱ 代表取締

役社長就任（現任）
2021年１月 ㈱ドゥ・ハウス（現㈱エクスクリエ）

取締役就任（現任）
2022年５月 ㈱クロスベンチャーズ 代表取締役社

長就任（現任）
2023年１月 当社 グループ経営企画本部 本部長

就任（現任）
2023年３月 オープンワーク㈱ 社外取締役就任

(現任)
2023年７月 ㈱Fittio（現㈱オルタナエクス） 代

表取締役社長就任（現任）
Kadence International Inc.(China)
董事長就任

2023年 9 月 からだラボラトリー㈱（現㈱パスクリ
エ） 代表取締役社長就任

■ 取締役候補者とする理由
小野塚浩二氏は、取締役として、経営の重要事項の決定及び業務執行の監督等の役割を適切に果たしておりま

す。同氏は、経営管理及び経営企画等の経験が豊富であり、当社グループの事業が拡大する中で、取締役ＣＦＯ
としてコーポレート業務全般を担当し、当社グループの発展に貢献しております。以上のことから、経営に関す
る豊富な知見と能力が当社の経営に欠かせないものと判断し、同氏を引き続き取締役候補者といたしました。
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（ご参考）
■ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者及び監査等委員である取締役の専門性と経験

第２号議案が承認可決された場合、当社の取締役会は次のようなスキルを持ったメンバーに
より構成されることになります。

氏名 当社事業及び
業界経験

事業推進・
営業

事業企画・
事業管理

業務推進・
設計・運用 IT/デジタル グローバル 財務・会計/

法務
コンプライアンス/
ガ バ ナ ンス

１ 五十嵐 幹 〇 〇 〇 〇 〇

２ 小野塚 浩二 〇 〇 〇 〇 〇

３ 成松 淳 〇 〇 〇

４ 内田 輝紀 〇 〇 〇

５ 田原 泰明 〇 〇 〇

※ 各候補者に特に期待する知識・経験・能力であり、各候補者の有する全ての知見を表すものではありません。

以上



事業報告（2024年７月１日から2025年6月30日まで）

11

Ⅰ 企業集団の現況に関する事項
１．事業の経過及び成果

業績ハイライト

売上高 288億 97百万円 前期比
伸び率 10.4％

営業利益 25億 23百万円 前期比
伸び率 36.8％

経常利益 24億 00百万円 前期比
伸び率 25.5％

親会社株主に帰属する
当期純利益 13億 56百万円 前期比

伸び率 13.7％
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2,4002,523 1,356
28,897

1,9121,844 1,193

26,185

■ 売上高 （単位：百万円） ■ 親会社株主に帰属する
当期純利益

（単位：百万円）

■ 経常利益 （単位：百万円）■ 営業利益 （単位：百万円）

前期 当期 前期 当期前期 当期 前期 当期

12

当連結会計年度における日本経済は、雇用・所得環境が改善する中、内需拡大・インバウンド
消費増加などにより、緩やかな回復が進みました。一方で、中国経済の成長鈍化、米国通商政策
の世界経済への影響懸念、物価高による個人消費の低迷等は国内外で多様な業種に広がる当社顧
客企業の収益環境に影を落としており、依然として先行き不透明な状況が継続しました。
当社グループの事業領域であるデジタルマーケティング市場及びマーケティングリサーチ市場

は、顧客企業によるＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）への旺盛な投資を背景に堅調と
なっており、今後も中期的な成長が予想されます。一方で、消費者の購買行動は多様化が加速し
ており、これに対応した消費者ニーズ調査手法の革新やプロモーション手段の進化が求められる
など、競争環境の激化が想定されます。
こうした経営環境の下、当社グループは持続的な成長を実現するため、中期経営計画「DX

Action 2024」の指針である「マーケティングＤＸパートナー」の実践へ向けた様々な取り組
みを通じて、ビジネスモデルの進化とサービス対応領域の拡大を推進しました。
この結果、当連結会計年度における売上高は28,897百万円（前年同期比10.4％増）、営業利益

は2,523百万円（同36.8％増）、経常利益は2,400百万円（同25.5％増）、親会社株主に帰属す
る当期純利益は1,356百万円（同13.7％増）となりました。
また、配当につきましては、事業投資やキャッシュ・フローの状況等を総合的に勘案し連結配

当性向15％を目安に株主の皆様への利益還元に努めることを基本方針としております。当連結
会計年度につきましては、期末配当を１株当たり7.00円とさせていただきたいと存じます。



12,521 900
10,663

652

デジタルマーケティング事業

売上高構成比

43％

■ 売上高（単位：百万円）

※外部売上高にて算出
前期 当期

百万円

■ セグメント利益（単位：百万円）

前期 当期

百万円12,521 900
前期比 +17.4％ 前期比 +38.1％
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デジタルマーケティング事業では、国内のグループ各社がデジタル領域に軸足を置き、販促支
援メディアの運営、プロモーション・マーケティング支援、システムの受託開発及び保守・運
用、人材供給等、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）に関わる総合的なマーケティング
ソリューションを提供しております。
同事業の外部顧客に対する売上高は12,521百万円（前年同期比17.4％増）となりました。そ

の主因は、インフルエンサーマーケティングやＩＰプロモーション等の高成長事業領域がけん引
したことや、株式会社クリエイティブリソースインスティチュートを前連結会計年度期中に新規
連結を開始したことに伴う事業拡大効果、などによるものです。
同事業のセグメント利益（営業利益）は900百万円（同38.1％増）となりました。これは、

売上高増加による売上総利益の増加によるものです。



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

9,914 2,987
8,814 2,222

データマーケティング事業

売上高構成比

■ 売上高（単位：百万円）

前期 当期

9,914百万円

■ （単位：百万円）

前期 当期

2,987百万円

※外部売上高にて算出

前期比 ＋12.5％ 前期比 ＋34.4％

セグメント利益

34％
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データマーケティング事業では、国内外のグループ各社において、マーケティングリサーチに
おけるオンライン・オフラインでのデータ収集を中心にサービスを提供しております。
同事業の外部顧客に対する売上高は9,914百万円（前年同期比12.5％増）となりました。これ

は、１）株式会社クロス・マーケティングを中心とする国内事業会社は、不透明な経済情勢の中
でもお客様企業のリサーチ需要は底堅く、主力のオンラインリサーチの好調により増収、２）海
外事業を行うKadenceグループにおいて、主力の北米拠点でのリサーチ需要が回復し大幅に増
収、等によるものです。
同事業のセグメント利益（営業利益）は2,987百万円（同34.4％増）となりました。その主因

は、売上高増加に伴う売上総利益の増加によるものです。



6,461
836

6,707
966

インサイト事業

売上高構成比

■ 売上高（単位：百万円）

※外部売上高にて算出
前期 当期

6,461百万円

■ （単位：百万円）

前期 当期

836百万円

セグメント利益

前期比 －3.7％ 前期比 －13.5％23％
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インサイト事業では、国内外のグループ各社において、各種マーケティングデータの複合的な
分析、消費者インサイトの発掘、レポート作成などを通じ、お客様企業のマーケティング戦略に
おける意思決定への支援を行っております。
同事業の外部顧客に対する売上高は6,461百万円（前年同期比3.7％減）となりました。これ

は、１）株式会社クロス・マーケティングを中心とする国内事業会社において、オフライン調査
等のリサーチ需要は底堅く推移したものの、医療・ヘルスケア領域が軟調に推移したことで小幅
な増収にとどまった、２）Kadenceグループの海外事業会社において、英国拠点におけるリサ
ーチが好調だった一方、インドネシアやシンガポール拠点などが苦戦して減収となった、等によ
るものです。
同事業のセグメント利益（営業利益）は836百万円（同13.5％減）となりました。その主因

は、売上高減少に伴う売上総利益の減少によるものです。
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２．設備投資の状況
当連結会計年度中において実施した設備投資の総額は245百万円であり、その主なものは

新たに契約したオフィスの内部造作設備、デジタルマーケティング事業及びデータマーケテ
ィング事業におけるソフトウェア（システム設計・開発・機能追加）などであります。

３．資金調達の状況
当連結会計年度においては、デジタルマーケティング事業の拡大を目的として、また、グ

ループとして事業基盤を維持し、継続的な成長のための投資を実行していくことを目的とし
て、長期借入金400百万円を調達いたしました。

４．事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

５．他の会社の事業の譲受けの状況
当社連結子会社である株式会社REECHは、株式会社ネクストレンドのASP事業、インフ

ルエンサー事業及びマーケティング事業を譲り受けております。

６．吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

７．他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
当社は、新たに株式を取得したことによりCoum株式会社を連結子会社としております。
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８．対処すべき課題
当社グループは、顧客、株主、従業員、社会などあらゆるステークホルダーとの良好な関

係を維持するとともに、更なる成長に繋げるため、以下のとおりに重要な課題を認識し、優
先的に取り組んでまいります。

人材の確保、育成
当社グループの手がけるデジタルマーケティング事業、データマーケティング事業、イ

ンサイト事業は、技術及び業界基準の急速な変化に左右される状況にあり、それに伴いユ
ーザーニーズが変化、多様化することが予想され、適時適切に対応する必要があります。
また、当社グループの事業については大きな参入障壁がないことから、類似する事業を提
供している事業者の事業規模の拡大が進み、今後も激しい競争下におかれるものと考えて
おります。
このため、当社グループが今後も更なる成長を遂げるためには、営業力、企画力、構想

力、開発力、統計知識など様々な能力を有する優秀な人材を確保し、育成していくことが
重要な課題であると考えております。
人材採用については、優秀な即戦力を確保するため、新卒採用、中途採用を積極的に行

ってまいります。また、海外への進出にあたり、ビジネス開発や各エリアにおける事業開
発・管理統括を担う人材の採用も進めております。
さらに人材育成については、スキルアップのための全社員に対するマーケティングに関

する研修の実施や、各部門において必要な専門的な研修を引き続き実施していくととも
に、人事評価制度や給与制度を当社グループの組織規模に合せて適宜見直しすることで、
社員のモチベーションの向上を図ってまいります。
また、執行役員制度を導入し、責任と権限を委譲しながら次世代の経営層の育成を行っ

ていくとともに、企業の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を確保することを目的
として、経営トップの後継者計画についても、取締役会を中心としながら、グループ全体
として適切に計画を立案し、実行してまいります。
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コーポレートガバナンス、内部管理体制の強化について
当社グループが持続的な成長を実現させるためには、海外の拠点、子会社を含むグルー

プ全体におけるコーポレートガバナンス機能、内部管理体制の強化が重要な課題であると
認識しております。
当社のコーポレートガバナンスについては、内部監査による定期的なモニタリングの実

施と監査等委員や監査法人との連携を図ることにより適切に実施しておりますが、各ステ
ークホルダーに対して経営体制における適切性、健全性を確保しつつ、外部環境等の変化
に適切に対応するため、意思決定の機動性確保や事業展開に応じた組織体制の整備を進め
ることにより、グループ全体として内部管理体制の強化に取り組んでまいります。

グループシナジーの発揮及びマネジメント体制の強化について
当社グループは2025年６月30日時点で連結子会社31社、関連会社３社からなる企業

集団として拡大してまいりました。これまでは全体の成長を推進していくために、グルー
プ各社の部分最適を優先しながら各種施策の実施・強化を推進している面もありました
が、今後当社グループが成長をさらに加速させていくためには、グループシナジーを発揮
し、全体最適を目指すために、マネジメントの意識の変化や体制・連携を強化・推進して
いくことが重要な課題であると認識しております。そのため、マネジメント人材の育成・
強化やグループを横断したコミュニケーションの活性化等を通じて、当社グループの成長
の加速、中長期的な企業価値の向上に向けて取り組んでまいります。
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９．財産及び損益の状況
企業集団の財産及び損益の状況

区分 第10期
（2022年６月期）

第11期
（2023年６月期）

第12期
（2024年６月期）

第13期
（当連結会計年度）
（2025年６月期）

売上高 (千円) 24,899,126 25,094,322 26,184,528 28,896,589
経常利益 (千円) 2,497,995 1,879,633 1,912,384 2,400,265
親会社株主に帰属する
当期純利益 (千円) 1,559,419 1,007,009 1,192,991 1,356,038

１株当たり当期純利益 (円) 79.07 51.00 62.06 71.47
総資産 (千円) 13,133,240 14,308,489 16,629,761 16,421,218
純資産 (千円) 6,135,518 6,088,772 7,082,084 7,986,906
１株当たり純資産額 (円) 291.24 312.99 367.19 414.68

（注）１株当たり当期純利益は期中平均株式数（自己株式数を除く）に基づき、１株当たり純資産額は期末発行済株式数（期末自己株
式数を除く）に基づき算出しております。
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10．重要な親会社及び子会社の状況（2025年６月30日現在）
（１）重要な親会社の状況

該当事項はありません。

（２）重要な子会社及び関連会社の状況
会社名 資本金

（千円）
出資比率
（％） 主要な事業の内容

<子会社>
㈱クロス・マーケティング 100,000 100.0 データマーケティング事業、インサイト事業
㈱クロス・コミュニケーション 90,000 100.0 デジタルマーケティング事業
㈱メディリード 10,000 100.0 インサイト事業
Kadence International Inc.(USA) 121 100.0 データマーケティング事業
㈱エクスクリエ 494,000 100.0 デジタルマーケティング事業
<関連会社>
㈱リサーチパネル 75,000 40.0 データマーケティング事業

（注）当社グループは、上記のほかに子会社が26社、関連会社が２社あります。

（３）特定完全子会社の状況
該当事項はありません。
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11．主要な事業内容（2025年６月30日現在）
事業部門 事業の内容

デジタルマーケティング事業 デジタル・ITを中心としたプロモーション、EC・マーケティング支援、シ
ステム開発・保守・運用等、ITビジネスにおける総合的なサービスを提供

データマーケティング事業
オンラインを中心としたデータ収集等のサービスを提供するとともに、デー
タ分析、データソリューション等を通じて顧客の事業・マーケティング活動
の意思決定を支援

インサイト事業 顧客の課題解決に向けてコンサルテーションから生活者理解、WHYの解明
により、顧客ビジネスの意思決定を支援

12．本社及び主要な事業所（2025年６月30日現在）
主要な事業所

（１）当社
名称 所在地

本社 東京都新宿区

（２）子会社等
会社名 所在地

㈱クロス・マーケティング 東京都新宿区
㈱クロス・コミュニケーション 東京都千代田区
㈱メディリード 東京都新宿区
Kadence International Inc.(USA) アメリカ マサチューセッツ
㈱エクスクリエ 東京都新宿区
㈱リサーチパネル 東京都渋谷区
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13．使用人の状況（2025年６月30日現在）
使用人数 前連結会計年度末比増減

1,535（184）名 +44（△32）名
（注）使用人数は就業員数であり、派遣社員及びアルバイトは（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

14．主要な借入先（2025年６月30日現在）
借入先 借入残高

株式会社三井住友銀行 1,602,929千円
株式会社みずほ銀行 895,556千円
三井住友信託銀行株式会社 773,550千円
株式会社横浜銀行 303,573千円

15．その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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Ⅱ 株式の状況（2025年６月30日現在）
１．発行可能株式総数 63,360,000株
２．発行済株式の総数 19,970,464株 (うち自己株式718,401株)
３．株 主 数 5,281名
４．大 株 主

株主名 持株数 持株比率

五十嵐 幹 5,170,086株 26.9％
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,981,500株 15.5％
合同会社general investment 900,000株 4.7％
株式会社CARTA HOLDINGS 650,000株 3.4％
株式会社ビデオリサーチ 480,000株 2.5％
五十嵐 史子 390,000株 2.0％
上田八木短資株式会社 339,900株 1.8％
株式会社プレミアム・キャピタル・マネジメント 309,200株 1.6％
岩崎 泰次 294,200株 1.5％
五十嵐 将 259,400株 1.3％

（注）持株比率は自己株式（718,401株）を控除して計算しております。

５．当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付された株式
当社は、2021年９月29日開催の第９回定時株主総会において、既存の金銭報酬とは別枠

で、報酬等として譲渡制限付株式を付与すること等を決議しました。これを受け、2024年
９月27日開催の取締役会において譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分を決議し、
同年10月25日に、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除きます。）に対し、
譲渡制限付株式報酬を交付しました。当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおり
です。

区分 株式数 交付対象者数
取締役（監査等委員である取締役
及び社外取締役を除く。） 109,000株 2名
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６．その他株式に関する重要な事項
会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の定めにより、

2024年8月9日開催の当社取締役会決議に基づき、次の内容で自己株式を取得しておりま
す。
① 取得した株式の種類及び数 普通株式567,900株
② 取得価額の総額 金372,310,800円
③ 取得の理由 株主還元策の一環として、また経営環境の変化に対応した機動的な資

本政策の遂行やインセンティブプランの多様化を可能にするため
④ 取得期間 2024年8月13日から2025年2月12日まで

また、2024年9月27日開催の当社取締役会決議により、次の内容で自己株式（「５．当事
業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付された株式」に規定するものを除きま
す。）を処分しております。
① 処分した株式の種類及び数 普通株式32,000株
② 処分価額の総額 金22,496,000円
③ 処分の目的及び理由 当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与える

とともに、株主の皆様との一層の価値共有を進める目的で、当社執行役員に譲渡制限
付株式を割り当てるため

④ 処分した日 2024年10月25日
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Ⅲ 会社役員に関する事項
１．取締役の状況（2025年６月30日現在）

地位及び担当 氏名 重 要 な 兼 職 の 状 況 その他

代表取締役社長兼CEO 五十嵐 幹

株式会社クロス・マーケティング代表取締役社長兼CEO
株 式 会 社 リ サ ー チ パ ネ ル 取 締 役
株式会社レアジョブ社外取締役（監査等委員）
一般社団法人日本マーケティング・リサーチ協会会長
株式会社オズビジョン社外取締役

取 締 役 CFO
グループ経営企画本部本部長 小野塚 浩 二

株式会社クロス・マーケティング取締役
Kadence International Business Research Pte.Ltd. Director
エンバイロセルジャパン株式会社代表取締役社長
株 式 会 社 エ ク ス ク リ エ 取 締 役
株式会社クロスベンチャーズ代表取締役社長
株式会社オルタナエクス代表取締役社長
オープンワーク株式会社社外取締役

取締役（監査等委員） 成 松 淳
ノイエルガルデン株式会社代表取締役社長
株式会社レアジョブ社外取締役（監査等委員）
ウォンテッドリー株式会社社外取締役（監査等委員）
ナイル株式会社社外取締役（監査等委員）

(注)1,2,3,6

取締役（監査等委員） 内 田 輝 紀 渥美坂井法律事務所・外国法共同事業 弁護士
株 式 会 社 レ ダ ッ ク ス 社 外 取 締 役 (注)1,2,4,6

取締役（監査等委員） 田 原 泰 明 (注)1,2,5,6

（注）１．成松淳氏、内田輝紀氏及び田原泰明氏は社外取締役であります。
２．当社は、監査等委員会の職務を補助するものとして、監査等委員会事務局を設置し、内部監査部門からの情報共有及び取締

役への定期的なヒアリング並びに内部統制システムを通じた組織的監査を実施することにより監査の実効性を確保している
ことから、常勤の監査等委員を選定しておりません。

３．取締役（監査等委員）成松淳氏は、公認会計士としての専門的な知識及び長年の経理財務分野の経験による高い識見があ
り、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

４．取締役（監査等委員）内田輝紀氏は、弁護士としての専門的な知識及び長年の経理財務分野の経験による高い識見があり、
財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

５．取締役（監査等委員）田原泰明氏は、他社において通算30年以上経理財務分野の業務に従事しており、財務及び会計に関す
る相当程度の知見を有しております。

６．取締役（監査等委員）成松淳氏、内田輝紀氏及び田原泰明氏につきましては、東京証券取引所に対し、独立役員として届け
出ております。

７．取締役小野塚浩二氏は、2024年12月17日付けでKadence International Inc.(China) 董事長を退任しております。
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２．取締役の報酬等
（１）当事業年度に係る役員の報酬等の総額等

役員区分 員数
(名)

報酬等の種類別の総額(千円) 報酬等の
総額
(千円)基本報酬 譲渡制限付

株式報酬 退職慰労金 左記のうち、
非金銭報酬等

取締役（監査等委員である取締役を除く）
（うち社外取締役）

2名
(−名)

94,500
( − )

24,737
( − )

−
( − )

24,737
( ー )

119,237
( − )

取締役（監査等委員である取締役）
（うち社外取締役）

3名
(3名)

14,400
(14,400)

ー
( − )

−
( − )

−
( − )

14,400
(14,400)

合計 5名 108,900 24,737 − 24,737 133,637
（注）１．取締役(監査等委員及び社外取締役を除く。)に対する非金銭報酬等の総額の内訳は、譲渡制限付株

式報酬24,737千円であります。
２．取締役に対して支給する非金銭報酬等（譲渡制限付株式報酬）の概要は以下のとおりです。
（非金銭報酬（譲渡制限付株式報酬）の概要）

当社の取締役に対する報酬等は、基本報酬と譲渡制限付報酬により構成されており、その支給割合
については、約15％〜30％の間で報酬総額・管掌範囲等に応じて設定しております。

（2021年10月の取締役会決議における譲渡制限付株式に係る業績連動報酬について）
当社が2021年10月14日の取締役会にて決議しております譲渡制限付株式報酬については、2021

年8月12日に公表した中期経営計画「DX Action 2024」の期間である2024年６月期までの業績連
動報酬として付与しております。業績連動指標については、取締役会で定める、2022年６月期、
2023年６月期、2024年６月期（以下、指定の会計期間）のいずれかの会計期間において、連結売上
高が247億円を超えること、もしくは、指定の会計期間における連結売上高の合計が695億円を超え
ることとしております。また、上記の連結売上高の条件の達成の可否に関わらず、指定の会計期間の
いずれかで連結営業損益が赤字となること、もしくは、指定の会計期間において、前連結会計年度の
連結売上高に比して10％以上連結売上高が下落した場合には、譲渡制限を解除しないこととしており
ます。また、業績による指標に加えて、譲渡制限解除日である2024年９月２日において当社グループ
に在籍していることも条件としており、上記の業績指標の達成のみによって、業績連動報酬（株式報
酬）として付与している譲渡制限付株式が解除されることはありません。なお、連結売上高は、2022
年6月期が249億円、2023年6月期が251億円、2024年6月期が262億円、3期合計762億円であり
上記の業績指標を達成しております。

（2024年９月の取締役会決議における譲渡制限付株式報酬について）
当社が2024年９月27日の取締役会にて決議しております譲渡制限付株式報酬については、譲渡制

限解除日である2027年９月２日において当社グループに在籍していることを条件として譲渡制限が解
除することとしております。
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（２）取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
① 取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬額は2017年３月29日開催の第４回定

時株主総会決議による報酬限度額年額500,000千円以内であります。当該株主総会終
結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く）の員数は６名（うち社外取締役０
名）であります。加えて、2021年９月29日開催の第９回定時株主総会決議により、上
記報酬限度額の別枠で、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く）に対
する譲渡制限付株式の付与のための報酬限度額を年額500,000千円以内と決定してお
ります。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除
く）の員数は４名であります。なお、株式報酬の付与の方法については、新株式の発行
又は自己株式の処分に係る取締役会決議に基づき、以下のいずれかの方法で行うものと
いたします。

（ア）対象取締役の報酬等として金銭の払込み又は現物出資財産の給付を要せずに当社の普
通株式の発行又は処分を行う方法

（イ）対象取締役に対して報酬等として金銭報酬債権を支給し、対象取締役が当該金銭報酬
債権の全部を現物出資財産として給付して、当社の普通株式の発行又は処分を受ける
方法（以下「現物出資交付」といいます。）
また、対象取締役に対して付与する株式の上限数は年間800,000株以内としており、
各対象取締役への具体的な配分については、取締役会において決定することとしてお
ります。

② 取締役（監査等委員である取締役）の報酬額は2017年３月29日開催の第４回定時株主
総会決議による報酬限度額年額100,000千円以内であります。当該株主総会終結時点
の取締役（監査等委員である取締役）の員数は３名（うち社外取締役３名）でありま
す。

③ 使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

（３）各取締役の報酬等の額又はその算定方法に係る決定に関する事項
当社は「取締役の個人別の報酬等の内容決定に関する方針」（以下「決定方針」といい

ます。）を以下のように定めております。
決定方針は、東京証券取引所に独立役員として届け出ている社外取締役を委員の過半数

とし、かつ委員長とする任意の指名・報酬委員会（以下「指名・報酬委員会」といいま
す。）における審議を経た上で、2021年10月14日付取締役会で決議されたものです。
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当事業年度における各取締役の報酬等の額は、決定方針に則り、取締役会の委任を受け
た指名・報酬委員会が審議の上で決定しております。

① 取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ。）の個人別の報酬等の額又はその
算定方法の決定に関する方針

（ア）基本的な考え方
・各取締役の役割や管掌範囲、責任に応じた報酬体系とし、執行役員、従業員の給与水準
を踏まえ、代表取締役社長の報酬額を最上位となるように、管掌範囲、責任等に応じ
て、報酬額が増加するものとする。

・持続的な企業価値の向上を動機づける報酬体系とする。
・当社の取締役報酬の基本的な枠組みは、「基本報酬」（固定額による金銭報酬）、「業績連
動報酬」（株式報酬）及び「役員退職慰労金」で構成されるものとする。

・ステークホルダーに説明可能なプロセスを経て決定するものとするため、報酬体系・水
準については、東京証券取引所に独立役員として届け出ている社外取締役を委員の過半
数とし、かつ委員長とする任意の指名・報酬委員会が取締役会の諮問に基づいて審議し
た上で行う助言・提言を尊重して取締役会が決定するか、又は、取締役会の委任を受け
た指名・報酬委員会が審議の上で決定する（ただし、法令及び定款上可能である場合に
限る。）ことで、客観性・合理性を確保する。

（イ）基本報酬（金銭報酬）の額又はその算定方法の決定に関する方針
・「基本報酬」は、各取締役の職務に対して毎月固定額を支給する報酬であり、担当する
役割、管掌範囲及び責任に応じて金額を決定する。

・個人別の支給額は、会社の前期業績等を踏まえて、取締役会の委任を受けた指名・報酬
委員会が審議の上、決定する。

（ウ）譲渡制限付株式報酬に係る報酬の内容、並びにその額又は算定方法の決定に関する方
針

・「譲渡制限付株式報酬」は、一定期間の譲渡制限を付して当社の普通株式を付与する。
・「譲渡制限付株式報酬」の支給額（支給する譲渡制限付株式の付与数）は、管掌範囲、
責任等に応じて決定する。

・個人別の譲渡制限付株式報酬の支給額（譲渡制限付株式の付与数）は、取締役会の委任
を受けた指名・報酬委員会が審議の上、決定する。

・譲渡制限付株式報酬については、一定期間当社又は当社子会社に在籍すること又はそれ
に加えて業績指標を達成することを条件として譲渡制限を解除する内容とし、業績指標
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の達成も条件とする場合には、当社の業績や経営計画等を踏まえて、経営上の目標達成
状況を判断する客観的な指標である連結売上高等の一つ又は複数の指標を設定するもの
とする。なお、譲渡制限解除の条件設定にあたっては、取締役会の委任を受けた指名・
報酬委員会の助言・提言を尊重する。

（エ）役員退職慰労金の額又はその算定方法の決定に関する方針
・「役員退職慰労金」は、原則として、退任時の次の就業までの準備のための最低限の措
置となり得るものとすることを基本方針として支給する。

・役員退職慰労金規程に基づき、退任時の基本報酬額によって定める金額を支給するもの
とし、その終結をもって取締役の退任が予定されている株主総会、もしくは取締役の退
任後最初に開催される株主総会にて承認された額を支給する。

（オ）前記各報酬の額の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
・管掌範囲、責任等に応じて、報酬総額（「役員退職慰労金」を除く。）に対する「基本報
酬」の割合と「譲渡制限付株式報酬」の割合を決定する。また、当該割合については、
役員報酬のみならず、執行役員、従業員の給与規程等の変更を踏まえて決定することと
する。

・「役員退職慰労金」の金額については、役員退職慰労金規程に基づき、退任時の「基本
報酬」の金額に応じて決定する。

（カ）報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針
・「基本報酬」は毎月金銭にて支給することとする。
・「譲渡制限付株式報酬」は、３ヶ年分の株式を付与するものとするが、譲渡制限を付す
ることとし、譲渡制限付株式割当契約に定める事項を条件に譲渡制限を解除するものと
する。

・「役員退職慰労金」は対象となる金額を株主総会が承認した後、役員退職慰労金規程に
基づき、取締役会が決定した時期に金銭にて支給するものとする。

② 個人別の報酬等の内容についての決定の全部又は一部の委任に関する事項
（ア）委任を受ける者の氏名並びに会社における地位及び担当
・当社は、任意の指名・報酬委員会を設置しており、個人別の報酬等の内容については、
取締役会の委任を受けた指名・報酬委員会にて審議の上、決定する。

・指名・報酬委員会は、東京証券取引所に独立役員として届け出ている社外取締役を委員
の過半数とし、かつ委員長とする任意設置の委員会である。

・当該委員会を構成する者は、下記の者とする。
成松 淳 社外取締役（監査等委員） 兼 指名・報酬委員長
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内田 輝紀 社外取締役（監査等委員） 兼 指名・報酬委員
田原 泰明 社外取締役（監査等委員） 兼 指名・報酬委員
五十嵐 幹 代表取締役社長兼CEO 兼 指名・報酬委員

（イ）委任する権限の内容
・取締役会は、「取締役の個人別の報酬等の内容決定に関する方針」で定められる範囲、
かつ法令及び定款上可能な範囲において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定を
指名・報酬委員会に委任する。

（注）当社取締役会がこれらの権限を指名・報酬委員会に委任した理由は、上場企業として報酬決
定プロセスの独立性、客観性及び透明性を重視したことによります。そのため指名・報酬委員
会が適切に委任した権限を行使できるように、以下（ウ）の措置を講じております。

（ウ）委任する権限が適切に行使されるための措置を講ずるときは、その内容
・指名・報酬委員会は、委員の過半数が独立社外取締役によって構成され、かつ委員長を
独立社外取締役の中から選任することにより、独立社外取締役のイニシアティブの下で
審議及び判断が行われることを確保し、また、指名・報酬委員会規程に基づき、特別の
利害関係を有する委員は議決に加わることができないこととし、もって、取締役会が委
任した権限が適切に行使されるようにする。

（４）取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
当事業年度における取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内

容の決定に当たっては、委員の過半数が独立社外取締役によって構成され、かつ委員長を
独立社外取締役とする指名・報酬委員会が、内容について、決定方針との整合性を含めた
多角的な検討を行っているため、取締役会は当該個人別の報酬等の内容は決定方針に沿う
ものであると判断いたしました。
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３．社外役員に関する事項
（１）重要な兼職先と当社との関係

社外取締役の重要な兼職先は、Ⅲ１.取締役の状況(2025年６月30日現在) に記載のと
おりです。
社外役員の重要な兼職先と当社との間には、特別な関係はございません。

（２）社外役員の主な活動状況
区分 氏名 出席状況 取締役会等における発言状況及び期待される役割に

関して行った職務の概要

取締役
（監査等委員） 成 松 淳

取締役会15回/15回
監査等委員会14回/14回

指名・報酬委員会２回/２回

取締役会及び監査等委員会においては、
公認会計士としての専門的な知識、長年
の業務経験による高い識見から議案審議
等に関して必要な発言をいただくなど、
当社の社外取締役として業務執行に対す
る監督、助言等適切な役割を果たしてい
ただいております。また、指名・報酬委
員会においては、委員長を務め、取締役
の報酬の決定方針や報酬水準のあり方に
係る審議に参画するなど、独立した客観
的な立場で役員報酬等の決定過程におけ
る監督機能を主導しております。

取締役
（監査等委員） 内 田 輝 紀

取締役会15回/15回
監査等委員会14回/14回

指名・報酬委員会２回/２回

取締役会及び監査等委員会においては、
主に証券・金融における行政経験、他社
における経営経験及び弁護士としての観
点から議案審議等に関して必要な発言を
いただくなど、当社の社外取締役として
業務執行に対する監督、助言等適切な役
割を果たしていただいております。また、
指名・報酬委員会においては、委員とし
て、取締役の報酬の決定方針や報酬水準
のあり方に係る審議に参画するなど、独
立した客観的な立場で役員報酬等の決定
過程における監督機能を担っております。
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区分 氏名 出席状況 取締役会等における発言状況及び期待される役割に
関して行った職務の概要

取締役
（監査等委員） 田 原 泰 明 取締役会15回/15回

監査等委員会14回/14回
指名・報酬委員会２回/２回

取締役会及び監査等委員会においては、
他社における経営経験及び経理財務分野
の知見に基づき議案審議等に関して必要
な発言をいただくなど、当社の社外取締
役として業務執行に対する監督、助言等
適切な役割を果たしていただいておりま
す。また、指名・報酬委員会においては、
委員として、取締役の報酬の決定方針や
報酬水準のあり方に係る審議に参画する
など、独立した客観的な立場で役員報酬
等の決定過程における監督機能を担って
おります。

（注）書面決議による取締役会の回数は除いております。

４．責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。なお、当該責任限定が
認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な
過失がないときに限られます。

５．役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結し、被保険者が職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受
けることによって負担することになる損害を当該保険契約により填補することとしておりま
す。ただし、犯罪行為、詐欺行為又は法令に違反することを認識しながら行った行為等によ
って生じた損害は填補対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれな
いよう措置を講じております。
当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は、当社及び当社の会社法に基づく子会社の全て

の取締役（監査等委員である取締役を含みます。）、監査役、執行役員、重要な使用人等であ
り、全ての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております。
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Ⅳ 会計監査人に関する事項
１．会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

２．会計監査人の報酬等の額
報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 48,000千円
当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 48,000千円

（注）１．監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度の監査計画におけ
る監査項目別、監査時間実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬
額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確
に区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載し
ております。

３．当事業年度における上記の報酬の額以外に、前事業年度に係る追加報酬1,200千円があります。

３．非監査業務の内容
該当事項はありません。

４．会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
会計監査人が、会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合、監

査等委員会は、監査等委員全員の同意により会計監査人を解任いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人を適切に評価するための基準を設定して会計監査人の

適格性、専門性、当社からの独立性等を総合的に評価し、当社の会計監査人としての適格性
を勘案の上、会計監査人の職務執行に支障があると判断されるなど、会計監査人の変更が必
要と認められる場合には、監査等委員会は会計監査人の解任又は不再任に関する議案を株主
総会に提出いたします。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
＜備考＞
記載金額は、表示単位未満を四捨五入しております。



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

連結計算書類

34

連結貸借対照表（2025年６月30日現在） （単位：千円）

科 目 第12期 (ご参考)
2024年６月30日現在

第13期
2025年６月30日現在

資産の部
流動資産 12,757,506 12,870,147
現金及び預金 7,376,961 7,634,108
受取手形 267,173 41,110
売掛金 3,564,024 3,675,913
契約資産 17,536 37,570
仕掛品 623,206 584,349
その他 949,899 922,299
貸倒引当金 △41,292 △25,202

固定資産 3,872,255 3,551,071
有形固定資産 270,622 208,198
建物 204,997 144,215
工具、器具及び備品 60,222 59,639
その他 5,403 4,343

無形固定資産 1,853,849 1,726,518
ソフトウエア 547,867 487,583
のれん 1,233,277 1,175,729
その他 72,705 63,206

投資その他の資産 1,747,784 1,616,355
投資有価証券 371,784 370,854
関係会社株式 97,911 120,045
繰延税金資産 422,571 321,971
その他 855,517 803,484

資産合計 16,629,761 16,421,218

科 目 第12期 (ご参考)
2024年６月30日現在

第13期
2025年６月30日現在

負債の部
流動負債 5,868,458 5,417,147
買掛金 1,233,724 1,228,457
短期借入金 472,587 485,793
1年内返済予定の長期借入金 1,153,620 1,097,054
未払法人税等 558,062 495,075
賞与引当金 419,364 447,935
資産除去債務 46,958 −
その他 1,984,144 1,662,833

固定負債 3,679,219 3,017,164
長期借入金 3,352,252 2,666,348
役員退職慰労引当金 105,569 96,926
資産除去債務 116,030 107,482
その他 105,369 146,409

負債合計 9,547,677 8,434,311
純資産の部
株主資本 7,037,042 8,032,542
資本金 646,709 646,709
資本剰余金 540,079 468,362
利益剰余金 6,273,212 7,371,945
自己株式 △422,958 △454,474

その他の包括利益累計額 43,442 △49,128
その他有価証券評価差額金 26,168 29,710
為替換算調整勘定 17,274 △78,838

新株予約権 1,600 −
非支配株主持分 − 3,492
純資産合計 7,082,084 7,986,906
負債純資産合計 16,629,761 16,421,218

（注）記載金額は千円未満を四捨五入して記載しております。
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連結損益計算書（2024年７月１日から2025年６月30日まで） （単位：千円）

科目 第12期(ご参考)
2023年７月１日から2024年６月30日まで

第13期
2024年７月１日から2025年６月30日まで

売上高 26,184,528 28,896,589
売上原価 15,958,713 17,824,134

売上総利益 10,225,815 11,072,455
販売費及び一般管理費 8,381,704 8,549,505

営業利益 1,844,111 2,522,950
営業外収益 146,498 56,563

受取利息及び配当金 5,129 6,330
持分法による投資利益 24,395 22,134
為替差益 19,906 −
解約返戻金 − 8,000
その他 97,068 20,098

営業外費用 78,226 179,248
支払利息 52,135 76,508
投資事業組合運用損 10,998 10,839
為替差損 − 73,655
その他 15,092 18,246
経常利益 1,912,384 2,400,265

特別利益 257,838 7,990
事業譲渡益 − 7,990
関係会社株式売却益 210,000 −
子会社清算益 47,838 −

特別損失 236,861 70,550
固定資産除却損 113,543 15,036
投資有価証券評価損 73,609 34,624
減損損失 49,709 20,891

税金等調整前当期純利益 1,933,361 2,337,705
法人税、住民税及び事業税 846,191 886,161
法人税等調整額 △107,453 95,506
法人税等合計 738,738 981,667
当期純利益 1,194,624 1,356,038
非支配株主に帰属する当期純利益 1,633 −
親会社株主に帰属する当期純利益 1,192,991 1,356,038

（注）記載金額は千円未満を四捨五入して記載しております。
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貸借対照表（2025年６月30日現在） （単位：千円）

科 目 第12期 (ご参考)
2024年６月30日現在

第13期
2025年６月30日現在

資産の部
流動資産 1,852,805 1,143,785
現金及び預金 1,156,338 577,423
営業未収入金 578,399 627,569
前払費用 131,648 172,069
短期貸付金 397,361 374,561
その他 118,668 130,202
貸倒引当金 △529,609 △738,039

固定資産 7,625,145 7,938,424
有形固定資産 184,776 175,410
建物 144,321 129,696
工具、器具及び備品 40,455 45,150
その他 − 565

無形固定資産 236,974 214,721
ソフトウェア 207,360 182,076
ソフトウェア仮勘定 29,614 32,644

投資その他の資産 7,203,395 7,548,293
投資有価証券 139,933 164,965
関係会社株式 6,286,123 6,422,619
長期貸付金 260,000 378,203
繰延税金資産 69,772 71,306
その他 481,566 545,200
貸倒引当金 △34,000 △34,000

資産合計 9,477,950 9,082,208

科 目 第12期 (ご参考)
2024年６月30日現在

第13期
2025年６月30日現在

負債の部
流動負債 1,709,203 1,631,160
短期借入金 50,000 50,000
1年内返済予定の長期借入金 1,066,736 1,043,336
未払金 255,753 281,619
未払費用 42,854 27,358
預り金 5,263 16,034
未払法人税等 146,098 60,046
賞与引当金 54,881 70,001
その他 87,619 82,766

固定負債 3,473,118 3,077,957
長期借入金 3,215,464 2,572,128
役員退職慰労引当金 47,250 47,250
関係会社事業損失引当金 117,355 357,299
資産除去債務 93,049 101,279

負債合計 5,182,321 4,709,117
純資産の部
株主資本 4,289,126 4,364,913
資本金 646,709 646,709
資本剰余金 2,229,742 2,165,270
資本準備金 681,709 681,709
その他資本剰余金 1,548,033 1,483,561

利益剰余金 1,835,633 2,007,408
その他利益剰余金 1,835,633 2,007,408
繰越利益剰余金 1,835,633 2,007,408

自己株式 △422,958 △454,474
評価・換算差額等 4,903 8,178

その他有価証券評価差額金 4,903 8,178
新株予約権 1,600 −
純資産合計 4,295,629 4,373,091
負債純資産合計 9,477,950 9,082,208

（注）記載金額は千円未満を四捨五入して記載しております。
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損益計算書（2024年７月１日から2025年６月30日まで） （単位：千円）

科目 第12期(ご参考)
2023年７月１日から2024年６月30日まで

第13期
2024年７月１日から2025年６月30日まで

営業収益 3,864,543 3,958,013
営業費用 2,562,561 2,847,988

営業利益 1,301,982 1,110,025
営業外収益 69,583 8,222

受取利息及び配当金 4,929 6,870
その他 64,654 1,352

営業外費用 144,340 247,058
支払利息 15,824 32,183
為替差損 − 65,985
貸倒引当金繰入額 114,465 116,661
その他 14,052 32,228
経常利益 1,227,225 871,190

特別利益 341,264 −
関係会社株式売却益 210,000 −
債権受贈益 38,593 −
子会社清算益 92,671 −

特別損失 112,204 324,025
固定資産除却損 6,176 4,081
関係会社事業損失引当金繰入額 76,472 239,944
投資有価証券評価損 29,557 −
関係会社株式評価損 − 80,000
税引前当期純利益 1,456,285 547,165

法人税、住民税及び事業税 155,818 121,064
法人税等調整額 △12,207 △2,979
法人税等合計 143,611 118,086
当期純利益 1,312,673 429,079

（注）記載金額は千円未満を四捨五入して記載しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
２０２５年８月２１日

株式会社クロス・マーケティンググループ
取 締 役 会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 植 村 文 雄
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 菅 野 貴 弘

監査意見
当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社クロス・マーケティンググループの２

０２４年７月１日から２０２５年６月３０日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社クロス・マーケティンググループ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
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当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関
する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
２０２５年８月２１日

株式会社クロス・マーケティンググループ
取 締 役 会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 植 村 文 雄
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 菅 野 貴 弘

監査意見
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社クロス・マーケティンググル

ープの２０２４年７月１日から２０２５年６月３０日までの第１３期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」
という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人として
のその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用
における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
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当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること

にある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内

部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ
いて報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した

こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための
対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2024年７月１日から2025年６月30日までの第13期事業年度の取締
役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたしま
す。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内

容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況について取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明す
るとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、取締役及

び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書
類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会
社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。な
お、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(１) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても指摘すべき事項は認められ
ません。
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(２) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(３) 連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年８月21日
株式会社クロス・マーケティンググループ 監査等委員会

監査等委員 成 松 淳 ㊞
監査等委員 内 田 輝 紀 ㊞
監査等委員 田 原 泰 明 ㊞

(注)監査等委員 成松淳、内田輝紀及び田原泰明は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社
外取締役であります。

以 上
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【会場についてのご案内】
車椅子等の方でも通行可能なルートですが、
サポートが必要な方は、会場近くのスタッフに
お声掛けください。

株主総会会場
ご 案 内 図

甲州街道沿い

初台光山ビル1階
東京都渋谷区初台1丁目53番6号
※駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいま
すようお願い申しあげます。

※京王線と京王新線は異なる路線です。
京王新線（都営新宿線相互乗り入れ)のみ初台駅に
停車しますのでご注意ください。

交通の
ご案内

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。https://www.cm-group.co.jp/

京王新線（都営新宿線相互乗り入れ)
「初台駅」南口より徒歩すぐ(15m)


